
下水熱利用の取組事例紹介（新潟市）
～下水の熱でバスターミナルの歩道融雪！～

下水道部下水道計画課



本日の発表内容

■下水熱利用の背景と目的

■下水熱利用プロジェクト支援事業

■下水熱融雪システムの概要・設計条件・事業費

■融雪システムの設備構造

■融雪システムの効果検証

■まとめ
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下水熱利用の背景

・新潟市は、平成25年より「環境モデル都市」として
選定されるなど、低炭素型都市づくりを進めている

・自家用車から公共交通へのシフトが必要

・低炭素型への転換策の一つとして
（１）新たな交通システム（BRT）を導入※平成２７年９月５日 運用開始

（２）交通結節点の整備
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低炭素型への転換イメージ図



下水熱利用の背景
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・新潟市は降雪量は少ないが気温が低い

・雪が溶けず、通勤や通学に支障になる場合が多い

Ｈ20～Ｈ25年度の降積雪状況図



下水熱利用の背景
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・公共交通機関の利便性向上が必要

・歩道上の積雪が支障となるため

・課題：冬季間の除雪・融雪された歩道の確保



下水熱利用の目的

6

■下水熱を利用した歩道融雪を交通結節点の１つである
市役所前のバスターミナル整備に取り入れる

・バスターミナル待合所と歩行者空間との連続性を確保し、
公共交通の利便性向上を図り、低炭素型都市づくりへ
寄与すること

・市役所周辺かつ交通結節点の
位置的条件から、下水熱利用
のPRや環境モデル都市とし
てのPR性にも寄与する



下水熱利用プロジェクト支援事業
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■下水熱利用の構想実現に向けて検討を進めるには…

■下水熱利用プロジェクト構想構築支援事業に応募(H25年８月）

■下水熱利用プロジェクト構想構築支援事業のモデル地域
として選定される（H25年９月）
他 大阪府堺市、新潟県十日町市の３市

課題 ・全国的に下水熱利用の事例が少なく情報が不足
・事業スキームが不確定

支援 ・下水熱の関連法制度・支援制度に関する情報提供
・事業スキームの精査
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■ 下水熱利用プロジェクト構想構築支援事業 提案書(要約版)

下水熱利用プロジェクト支援事業
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■ 下水熱利用プロジェクトの支援概要

支援内容：新潟市においては、実施設計に関する
アウトラインを作成する

■当該フィールドの使用形態に即したシステム設計

■環境性、経済性の評価

下水熱利用プロジェクト支援事業

・下水熱の利用方式として、融雪対象エリアを縮小して、
ヒートポンプが不要な下水熱交換方式を採用した

・詳細設計のために必要な下水流量・下水温度の実測を行った

・助成制度として、新世代下水道支援事業制度を活用した



下水熱の導入箇所
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歩道融雪範囲１０８㎡

新潟市役所
第一分館



下水熱融雪システムの概要
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・管底設置方式：矩形2400㎜×1700㎜（管更生後）の管底に採熱管を配置

・熱交換した不凍液をポンプで循環させ、直接放熱管に送って融雪する

・融雪範囲はバスターミナル付近の歩道部（A=108㎡）に限定し、

ヒートポンプを用いない簡易的な融雪システム

108㎡

50.4m

・工事期間：H２７年２月３日 ～ H２７年６月３０日（約５ヶ月）



下水熱融雪システムの設計条件
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項　目 数　値 単　位

日降雪深 6.0 cm/day
外気温 -0.04 ℃

風速 3.61 m/s
降雪深 1.49 cm/h

降雪密度 80 kg/m3

下水温度 8.5 ℃

路面消融雪施設等設計要領より

凍結防止に必要な熱量

融雪に必要な熱量

必要な熱量 123W/㎡

放熱量（試算）
Q=108㎡×123W/㎡

=13.3kW



下水熱融雪システムの事業費
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■採熱部
・採熱長L=100.8m（50.4m×2）
・ユニット数 30
・工事費 C=25,206,000 円 （約25 万円/m）

新世代下水道支援事業制度（未利用エネルギー活用型）
・国費補助額 C=12,600,000 円（採熱部×１/２）

■放熱部（舗装工事含む）
・融雪面積 A=108㎡
・工事費 C=21,510,480円 （約20万円/㎡）

■ポンプ施設（動力施設）
・制御盤一体型ボックス
・循環ポンプ , 電気設備１式
・工事費 C=10,712,520円

Ｐ

循環ポンプ

放熱部

採熱部(熱交換施設)

放熱管

採熱管

送水管
集水管

交付対象事業 その他事業

■全体事業費
C=57,429,000円



融雪システムの設備構造（採熱部）

14

Φ17㎜ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

30ﾕﾆｯﾄ

放熱管へ採熱部へ 下水温度ｾﾝｻｰｹｰﾌﾞﾙ

更生管（既設） W2400㎜

H1700㎜

ｽﾃﾝﾚｽｶﾊﾞｰ

放熱管へ

採熱部へ

Φ50㎜ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

Φ17㎜ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

① 採熱管折返し部（着底前） ② 採熱管設置後

③ 採熱管ヘッダー部（保護前） ④ マンホール部配管状況



融雪システムの設備構造（放熱部）
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放熱部構造

放熱管 舗装被り厚

SUS15A  ＠150
自然石舗装３㎝ + モルタル１㎝ + Co被り厚２．５㎝
＝６．５㎝

3
50

1
40

4
90

1
0

1
00

3
0

500

500

(6
5
) ▽GL

鉄筋　

フレキニップル 20A

ブッシング(黄銅製) 32A×20A

集水管　水ポリφ50

鋳鉄サドル(メカニカル式)φ50×32A
送水管　水ポリφ50

バー型スペーサー 40H P=500(全防錆)

ドレッサー継手(LAジョイント) 15A
 埋設型フレキシブルジョイント 15A
（SUS製 外装ゴム掛）
 

放熱管 SUS15A P=150

メッシュ筋φ6 150×150(SUS)

流量調整弁 15A 
保温材

流量調整弁ボックス
(受枠・蓋・架台)自然石舗装（W300×L300×ｔ30）

放熱管SUS15A

流量調整弁ボックス

放熱管へ

採熱部へ

循環ポンプ
Φ50㎜×3.7kw

膨張タンク

③ 制御盤一体型バルブボックス

① 放熱管（舗装前）

② 循環設備

※放熱管の保護Co厚 10㎝

路面温度センサー
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融雪システムの運転制御
■ 運転フロー概要（夏季）

・気温と路面温度で制御

・センサーによる自動制御方式

・手動操作も可能

（故障時対応のため）

連続運転

路温２９℃以下 かつ

気温３３℃以下

停 止

YES

NO

NO

夏季モード自動

路面温度 （ 以下「路温」 ）

路温３０℃以上 または

気温３４℃以上

YES



融雪システムの効果検証（１）
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■ 舗装冷却試験
目 的：夏季の舗装温度低減効果を把握するため

・密粒度Aｓ部との路面温度差 １３℃
・放熱管の有無で温度差 ７℃ （舗装条件が同じ自然石舗装）

排水性
舗装部

５２℃

密粒度As
舗装部 ５６℃

放熱管有

４３℃

５０℃

１３℃７℃

排水性舗装部

自然石舗装部
(放熱管有)

自然石舗装部

密粒度As舗装部

・実施日：H27年8月5日(水)
・天 候：晴れ、風速1.4ｍ/ｓ
・外気温：日中30℃前後、最高気温33.7℃
・下水温度：23℃～25℃

サーモグラフィー出力結果
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融雪システムの運転制御
■ 運転フロー概要（冬季）

連続運転

路温７℃以上 かつ

気温５℃以上

停 止

YES

NO

NO

冬季モード自動

路温４℃以下 または

気温４℃以下

YES

予熱運転

路温２℃以下 または

気温２℃以下

YES

NO

YES

YES

20分ＯＮ，10分OFF
間欠運転繰返し

・気温と路面温度で制御

・予熱運転
（降雪中だけの運転では、降り始め

の雪が融かせなかったりする状況が

生じやすいため、あらかじめ舗装を

暖めておくため）



融雪システムの効果検証（２）
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■ 融雪試験

ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ整備完了後（全景）

融雪範囲

融雪状況（全景）

実施日：平成28年1月12日（火）午前9時撮影日：平成27年7月27日（月）
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融雪状況（バスターミナル西側歩道）

H28年1月12日 午前9時

W = ２ｍ

整備完了後

■ 融雪試験

融雪システムの効果検証（２）
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融雪状況（バスターミナル西側歩道）

H28年1月12日 午前10時

W = ２ｍ

整備完了後

■ 融雪試験

融雪システムの効果検証（２）



融雪システムの効果検証（２）
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H28年1月11日 午後9時

H28年1月12日 午前10時

外気温度

放熱往き温度 循環流量

下水温度路面温度

放熱戻り温度

制御盤出力より
H28年1月12日 午前10時頃

放熱管設置完了後

融雪状況（待合所付近）

W = ２ｍ



まとめ・今後の課題
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■下水熱融雪システムについて、冬季の融雪試験結果か
ら、

融雪効果が確認できた。

■融雪効果でバスターミナル待合所と歩道との連続性を
図り、安全で快適な歩行空間を確保した。

■下水熱を融雪に利用するシステムは、新潟市による
初めての取組みで、下水熱利用のPRや環境モデル都市
としてのPR性を推進する。

■今後の課題として、継続して融雪データを収集し、
放熱量の解析を行い、本施設の融雪能力が最大限に
発揮できるように、外気温及び路面温度の制御条件
を選定する必要がある。



ご静聴ありがとうございました。


